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「グローバル時代と明星教育」 
 
                              理事長  吉田 元一 
 
 
 明星学苑の建学の精神は、「和の精神のもと、世界に貢献する人を育成する」であります。

今から 80 年以上前につくったこの建学の精神は、まさに私たちが現在直面するグローバル

時代を見越した洞察であったと思います。今の社会は好むと好まざるにかかわらず、ます

ます競争が厳しくなるグローバリゼーションの中で、私たちはより豊かな社会を実現して

いかなければなりません。 
 私達は、明星教育を受けた卒業生が、その豊かな社会を担う人材、又世界に貢献できる

人材となる、そういう学校を目指しています。基本的な学力はもちろん、将来社会のリー

ダーとなるべく人格を磨き、教養・見識を身につけてはじめて「世界」に貢献できる人が

育つはずです。このような人材を育成するため、オール明星で教育改革、改善に取り組み、

幼小中高の一貫教育、また大学を擁する総合学園の強みをさらに発揮していきます。 
本学苑は平成 35年に 100周年を迎えます。これは私達にとって一つの節目でありますが、

この節目で最も重要なことは、明星学苑がさらにその後の 100 年存続でき社会に貢献でき

る人材を育てる学校になることです。グローバリゼーション時代のリーダーを育成すると

同時に、地域に根ざした学校として、進学面でも就職面でも多摩地域でナンバーワンの私

学になることです。 
 世の中の流れはますます不確実性を増し、社会の変化の中、今学んでいる園児・児童・

生徒・学生が将来つく職業の在り方も、ドラスティックに変わるかも知れません。しかし、

どのような変化が来ようと、生き抜く力を養い、目に見える学力も目に見えない学力も身

につけられる学校として、教職員一同で「手塩に掛ける教育」を続けていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理事長あいさつ 
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●建学の精神・教育方針・校訓・明星学苑がこれからも変わらず目指すもの● 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●各校の教育目標● 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●各校の教育内容と教育方法● 
 
 
 
 
 

《明星学苑がこれからも変わらず目指すもの》 
明星学苑は、建学の精神である「和の精神のもと 、世界に貢献する人を育成する」

ことをもって社会に寄与することをその使命とする。 

そのために、学苑が設置する学校は、校訓「健康、真面目、努力」を旨とし、一人 

ひとりの学生・生徒・児童・園児を大切にして徳育・知育・体育の調和を目指す 

「人格接触による手塩にかける」教育を行い、着実に教育の成果を上げることに努め

る。 

＜建学の精神＞ 

「和の精神のもと、世界に貢献する人を育成する」 

明星大学 

●現代社会に生きるものとして必要不可欠な基本的知識と技能の習得 

●幅広い教養を身につけた自立する市民の育成 

●心と体の健康管理の教育 

●高度専門職業人及び幅広い職業人の育成 

●体験教育を通して生涯に亘る学習意欲を獲得し、自らの歴史を綴ることが

できるようにする教育 

自律心を持った自立した人の育成 

正直なよい子の育成 

よい子の育成 

自己実現を目指し社会貢献ができる人の育成 明星大学 

明星中学・高等学校 

明星小学校 

明星幼稚園 

Ⅰ．法人の概要 

 

【教育方針】 
１．人格接触による手塩にかける教育 
２．凝念を通じて心の力を鍛える教育 
３．実践躬行の体験教育 

【校訓】 
健康、真面目、努力 
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※“凝念”とは、静座して目を閉じ、雑念を取り払い無念無想の境地に身を置くこと。 

 

●沿革● 
大正 12 年 明星実務学校創立 
昭和 2 年 財団法人明星中学校に改組 
昭和 23 年 明星高等学校開校 
昭和 24 年 明星幼稚園開園 
昭和 25 年 明星小学校開校 
昭和 26 年 学校法人明星学苑に組織変更 
昭和 29 年 明星中学校、高等学校に女子部開設 
昭和 39 年 明星大学開学 理工学部開設 
昭和 40 年 明星大学人文学部開設 
昭和 42 年 明星大学通信教育部開設 
昭和 46 年 明星大学大学院人文学研究科開設 
昭和 47 年 明星大学大学院理工学研究科開設 
昭和 62 年 いわき明星大学開学 理工学部、人文学部開設 
平成 4 年 明星大学青梅キャンパス開発、同キャンパスに情報学部、日本文化学部開設 

明星中学・高等学校 

●凝念教育 

●３ステージ制による６カ年一貫教育 

●文化等の違いを体験し、国際理解を深める教育 

●地域社会との連携による教育（ボランティア活動等の体験教育） 

●学苑設置校（幼・小・大）との連携とIT教育 

明星小学校 

●凝念教育 

●五正道（正しく視る、正しく聴く、正しく考える、正しく言う、正しく行う）の実

践 

●豊かな心を育てる教育（心の教育、道徳・躾、体験学習、きめ細かな生活

指導等） 

●確かな学力をつける教育（授業の充実、きめ細かな学習指導等）  

 

明星幼稚園 

●「みなしずか」（凝念）の実践 

●一人ひとりを大切にした保育 

●体験を通して学ぶ 

●年齢に応じた基本的生活習慣の確立 

●総合学園の特色を生かした保育 



4 
 

いわき明星大学大学院理工学研究科、人文学研究科開設 
平成 10 年 明星大学大学院情報学研究科開設 
平成 11 年 明星大学大学院人文学研究科通信課程開設 
平成 13 年 明星大学経済学部開設（人文学部経済学科を改組） 

いわき明星大学理工学部を改組 
平成 15 年 明星中学校共学化開始 
平成 17年 明星大学造形芸術学部開設（日本文化学部造形芸術学科を改組）及び理工部、

人文学部、経済学部、情報学部、日本文化学部を改組 
いわき明星大学科学技術学部開設（理工学部を改組）及び人文学部を改組 

平成 18 年 明星大学大学院経済学研究科開設 
明星高等学校共学化開始 

平成 19 年 いわき明星大学薬学部開設 
平成 20 年 明星学苑創立 85 周年記念式典挙行 
平成 22 年 明星大学教育学部開設及び理工学部､人文学部､日本文化学部を改組 

いわき明星大学科学技術学部を改組 
平成 24 年 明星大学経営学部開設（経済学部経営学科を改組） 
平成 25 年 明星学苑創立 90 周年記念式典挙行 
平成 26 年 明星大学デザイン学部開設（造形芸術学部を改組） 

明星大学大学院教育学研究科開設及び人文学研究科（通信教育）を教育学 
研究科（通信教育）に名称変更 

平成 27 年 いわき明星大学教養学部開設（人文学部を改組） 
      学校法人いわき明星大学設立（学校法人明星学苑より法人分離） 

 
 
●設置校及び所在地●                  （平成 29 年 3 月 31 日現在） 
■大学 
明星大学（東京都日野市程久保 2－1－1） 

学 部：理工学部、人文学部、情報学部、経済学部、教育学部、経営学部、デザ

イン学部、通信教育部、日本文化学部（平成 22 年度より募集停止）、造形

芸術学部（平成 26 年度より募集停止） 
大学院：理工学研究科、人文学研究科、情報学研究科、経済学研究科、教育学研

究科、教育学研究科（通信教育） 
■高等学校 
明星高等学校（東京都府中市栄町 1－1） 

■中学校 
明星中学校 （東京都府中市栄町 1－1） 
 



5 
 

■小学校 
明星小学校 （東京都府中市栄町 1－1） 

■幼稚園 
明星幼稚園 （東京都府中市栄町 1－1） 

 
●役員の概要● 
平成 29 年 3 月 31 日現在 
（理事定数 9 名以上 11 名以内、現員 9 名、監事定数 2 名以上 3 名以内、現員 2 名） 
理事（理事長）  吉 田 元 一    理事（副理事長）  小 川 哲 生 
理事（常任理事） 多司馬   茂    理事（常任理事） 近 藤 伊佐夫 
理事（常任理事） 赤 山   徹    理事（学長）   大 橋 有 弘 
理事（非常勤）  大 室 容 一    理事（非常勤）  小 沢 伸 光 
理事（非常勤）  山 崎 洋 次     
監事（常勤）   鈴 木 邦 治    監事（非常勤）   佐 藤 浩 二 

 
●評議員の概要● 
平成 29 年 3 月 31 日現在 
（評議員定数 19 名以上 25 名以内、現員 24 名） 
〈1 号評議員〉 
大 橋 有 弘   畠 山   武   味 形   修   渡 邊 智恵子 
諏 訪 洋 司   佐々木 克 彦 

〈2 号評議員〉 
大 室 容 一   小 沢 伸 光   岸 本 正 一   下 山 栄 子 
澤   利 夫   福 田 龍 男 

〈3 号評議員〉 
吉 田 元 一   小 川 哲 生   多司馬   茂   近 藤 伊佐夫 
赤 山   徹   山 崎 洋 次   濵 田 壽 一   高 木 幹 夫    
柴 崎 菊 恵   福 井 みどり   荒井    徹   細 水 保 宏 

 
●学生生徒等数● 
（各年度 5 月 1 日現在:学校法人基礎調査） 
本法人が設置する各学校における過去 3 年間の学生生徒等数の在籍状況は別添資料１の

とおりです。 
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●教職員数の推移● 
（各年度 5 月 1 日現在:学校法人基礎調査） 

（単位：人） 
 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

専任 
教育職員 

非常勤 
教育職員 

専任 
事務職員 

専任 
教育職員 

非常勤 
教育職員 

専任 
事務職員 

専任 
教育職員 

非常勤 
教育職員 

専任 
事務職員 

明星大学 319 559 225 316 580 217 308 591 209 
明星高等学校 59 17 

28 

57 21 

25 

61 22 

26 
明星中学校 32 6 32 4 30 6 
明星小学校 33 2 30 7 32 4 
明星幼稚園 15 7 15 8 15 6 
法人本部 ― ― 22 ― ― 22 ― ― 25 

計 458 591 275 450 620 264 446 629 260 

 
●組織概要● 
 平成 28 年 5 月 1 日現在の法人組織及び設置する各学校の組織は、以下のとおりです。 

 

 

同窓生ネットワーク推進本部事務局

( 全 学 共 通 科 目 運 営 事 務 室 )

ボランティアセンター

アドミッションセンター

学 生 サポ ー ト セ ン タ ー

( 非 常 勤 講 師 室 )

秘 書 室

人 事 課

調 達 セ ン タ ー

総 務 課

企 画 課

学 生 相 談 室

保 健 管 理 室

地 域 環 境 室

内 部 監 査 室

企 画 部

総 務 部

人 事 部

財 務 部

周 年 事 業 推 進 室

 経　　理    課
理事長

理事会

（府中校）

明 星 高 等 学 校

明 星 中 学 校

学 長 室

総 合 健 康 セ ン タ ー

情 報 シ ス テ ム 課

キ ャ リ ア セ ン タ ー

小 学 校 事 務 室

幼 稚 園 事 務 室

秘 書 課

明 星 幼 稚 園

明 星 大 学

教 育 支 援 室

教 務 企 画 課

ユニバーサルデザインセンター

地 域 交 流 セ ン タ ー

広 報 課

法 人 本 部

明 星 小 学 校

大 学 事 務 局

中 学 高 等 学 校 事 務 室

法 人 本 部 府 中 校 分 室

 企    画    課

 広    報    課

 情報システム課

 総    務    課

 管    財    課

 調    達    課

 法務・リスク管理課

 人    事    課

 財    務    課

評議員会

監事
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〈以下余白〉 
  

教 職 セ ン タ ー 教 職 セ ン タ ー 事 務 室

連 携 研 究 セ ン タ ー

（資料図書館（併称：児玉記念図書館））

（シェイクスピアセンター）

（東京リンカーンセンター）

（戦後教育史研究センター）

発 達 支 援 研 究 セ ン タ ー

経 済 学 研 究 科

情 報 学 研 究 科

教 育 学 研 究 科

図 書 館 事 務 室

発達支援研究セ ンタ ー事 務室

教 員 免 許 状 更 新 講 習 事 務 室

情報科学研究セ ンタ ー事 務室

国 際 教 育 セ ン タ ー 事 務 室

教 育 学 部

経 営 学 部

留 学 生 支 援 課

通 信 教 育 部

教 育 学 部 支 援 室

経 営 学 部 支 援 室

通 信 教 育 部 事 務 室

デ ザ イ ン 学 部

日 本 文 化 学 部

造 形 芸 術 学 部

図 書 館

心 理 相 談 セ ン タ ー

明 星 教 育 セ ン タ ー

連 携 研 究 セ ン タ ー 事 務 室

明 星 教 育 セ ン タ ー 事 務 室

心 理 相 談 セ ン タ ー 事 務 室

デ ザ イ ン 学 部 支 援 室

理 工 学 部 支 援 室

人 文 学 部 人 文 学 部 支 援 室

経 済 学 部 経 済 学 部 支 援 室

情 報 学 部 情 報 学 部 支 援 室

人 文 学 研 究 科

理 工 学 研 究 科

情報科学 研究 センター

国 際 教 育 セ ン タ ー

教 学 課

学 務 課

理 工 学 部
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●平成 28 年度事業基本方針と進捗状況● 

法 人 
１．建学の精神とその実現 

「和の精神のもと、世界に貢献する人を育成する」という明星学苑（以下「学苑」と

言います。）の建学の精神は、少子高齢化等の社会構造の変化やグローバル化が進展する

現代においてますます意義あるものとなってきています。この建学の精神に基づく使命

を果たしていくことが、これからの学苑に求められることであると考えます。そのため

には、幼稚園から大学までを擁する学苑が、学苑の建学の精神に基づき設置する各校に

おいて掲げる教育目標を着実に実現し、社会の信頼をより厚く得ていくことが必要です。 
平成 20 年の学苑創立 85 周年では、これからの学苑が目指すヴィジョンと各校の教育

目標を明確に掲げ、平成 21 年度から、各校において、学苑ヴィジョンの実現と教育目標

の達成に向けての具体的な取り組みを進めてきています。 
また平成 27 年度にはいわき明星大学が学校法人いわき明星大学として分離独立し、平

成 28 年度からは、明星大学及び府中校（明星中学校・高等学校、明星小学校及び明星幼

稚園）とで構成される新たな学苑の姿となって再スタートしました。6 年後の平成 35 年

には創立 100 周年を迎えることになります。 
一方で、少子化の傾向はとどまるところを知らず、学苑を取り巻く経営環境は更に厳

しさを増していきます。 
平成 28 年度は、学苑が、これからの 100 年も、社会と時代の要請に応え、建学の精

神に貫かれた教育研究を実現していくために、次のとおり、学苑全体の基本方針、各校

の基本方向、及び事業計画（重点事業）を掲げ、事業を遂行しました。 
 
２．明星学苑全体の基本方針 

これまで「明星学苑 Action100」においては、①「創立 100 周年に向けた新しい明星

学苑像づくり」②「教育目標の達成」③「責任と信頼に基づく学苑経営体制」④「学苑

の基盤を支える人材の活性化」⑤「運営基盤の整備」⑥「キャンパス環境の整備」の 6
つの柱を立てて事業を遂行してきました。この基本方向を踏まえながら、今後の安定

的・永続的な経営のための経営基盤の強化として次の基本方針を掲げました。 
 

（１）教育の質の向上と教育改革の推進 
明星大学及び府中校の新たな体制となる学苑は、各校において、建学の精神に基

づく教育目標を達成し、学生、生徒、児童、園児（以下「学生等」と言います。）

及び保護者並びに社会や地域の要請・要望に応えられる教育体制、教育内容を整

備・強化するとともに、教育成果をより上げていくための教育の質の向上を果たし

ます。そのために不断の教育改革を推進し、これを果たすことによって、より効果

Ⅱ．事業の概要 
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のある広報を通して、安定的な学生等の確保を図ります。 
 

（２）意思決定の仕組みの整備・強化の推進 
今後経営環境が厳しくなる中で、迅速かつ効率的でより適正かつ柔軟な意思決定

が求められることが想定されることから、意思決定の仕組みを見直し、その整備・

強化を推進します。特に、平成 28 年度より学苑は明星大学及び府中校からなる新た

な体制となることから、教学と経営がより密接に連携しながら学苑の諸課題に取り

組んでいくことを目指します。 
 

（３）財政構造の柔軟化の推進 
学苑の安定的経営のための収支均衡を図るため、確実に学生等を確保するととも

に、資金を的確に配分し、柔軟かつ効率的な財政構造への転換を推進します。その

ために、事業計画と予算の連動性を一層高め、事業成果と財政の効率化の両面で

PDCA サイクルを構築します。 
 

（４）教育研究環境の整備・充実の推進 
明星大学及び府中校は、過去 10 年以上に亘る施設・設備等の大型投資を経て、今

後は充実した教育研究を継続するためのキャンパスの維持整備を推進するとともに、

整備にあたっては安全・安心で魅力的な環境を目指します。 

 
３．各校の基本方向 

各校にあっては、建学の精神に基づく教育研究の実現に向け、次を基本方向として掲

げました。 
 

（１）明星大学 
明星大学は、人材育成の目標に沿った大学教育を推進するため、教育の質的向上

を更に高めます。これによって、「教育の明星大学」として社会に貢献できる実力あ

る人材を輩出するとともに、地域交流を深め、社会からの強い信頼を得ることを目

指します。 
 

（２）府中校 
府中各校は、それぞれ更なる児童・生徒の学力向上を図り、特に中学高等学校に

あっては、大学進学実績の飛躍的な向上を目指します。そのために主要教科におけ

る指導力の強化を進め、特に英語及び理数教育に重点を置きます。 
また、幼稚園から高等学校までの一貫教育体制を整備・構築し、学力向上ととも

に体験教育に基づく「明星教育」の特色をより強く実践することを目指します。 
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４．事業計画（重点事業） 

平成 28 年度の学苑全体としての事業計画（重点事業）は、基本方針に基づき、次の

とおり掲げ、遂行しました。 
 

（１）教育の質の向上と教育改革の推進 
① 明星大学及び府中校各校において基本方針に基づく事業計画を策定し、教育の

質の向上と教育改革を推進しました。 
② 明星大学及び府中校各校の中長期的な方向性については、平成 30 年度の始動を

目標に検討に入りました。 
③ 教育改革の推進を的確に訴えるために、従来の広報を見直し、特に web 広報の

改善に向けての検討を進めました。 
 

（２）意思決定の仕組みの整備・強化の推進 
経営・執行体制の整備・強化の一環として、法人の事務組織の一部再編を行い、特に

経営判断や施策策定等のための情報収集・分析機能の強化を図りました。 
 
（３）財政構造の柔軟化の推進 

① 平成 27 年度の事業計画の遂行結果を点検し、その分析に基づき平成 29 年度の

事業計画策定・予算編成の方針を定めました。 
② 中期事業計画・中期財務計画（平成 26～30 年度）の中間点検・見直しを行い、

経営環境の変化等によって現行の計画と現状との乖離が生じている面などがあ

るため、1 年前倒しの形での中期経営計画（平成 30～34 年度）の策定に取り掛

かることとしました。 
 

〈以下余白〉 
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明星大学 

１．基本方針 

明星大学は、設置者である学苑の建学の精神に基づき「自己実現を目指し、社会貢献

ができる人の育成」を教育目標とし、「教育の明星大学～主体的に行動する学生を育て、

教育改革をリードする大学～」をヴィジョンとして掲げ、学苑の高等教育機関として学

部学科においては学士力の獲得、大学院においては高度専門職業人や研究者の養成を柱

に、以下の教育方針に基づき教育研究活動を展開しています。 
（明星大学の教育方針） 
○ 現代社会に生きるものとして必要不可欠な基本的知識と技能の習得 
○ 幅広い教養を身につけた自立する市民の育成 
○ 心と体の健康管理の教育 
○ 高度専門職業人及び幅広い職業人の育成 
○ 体験教育を通して生涯に亘る学習意欲を獲得し、自らの歴史を綴ることができる

ようにする教育 
 

平成 28 年度の事業展開にあたっては、本学の教育研究活動を通して本学が永続的に

存続できる基盤を確立していくために達成すべきロードマップを策定し、それに向けて

の活動を行いました。活動のベースとなるのは、平成22年度から全学展開しているMI21
プロジェクト（Meisei Innovation for the 21st Century）活動※に基づくものです。 

 

 

 

 

ロードマップに掲げる目標の現時点での達成状況（平成 28 年度末）は、次のとおり

です。 
 

（１）進路決定率（目標：90%以上） 

プロジェクトで行う有力企業対策、各種セミナーやイベントによる就業意識の醸成、

多摩地区にある企業等との連携強化、上場企業を始めとする各種業種・業界別就職ガ

イダンス・講座などの支援体制を強化した結果、進路決定率は全学で 83.6%から 84.6％
に、また就職率も 77.2%から 79.7%へと平成 27 年度より高い結果を得ることができま

した。 
 

（２）志願者数（目標：20,000 人以上） 

オープンキャンパスの充実、高校ガイダンスへの積極参加による受験生や進路担当

者との接触機会の拡大、新たな入試制度の導入等により、一般入試及びセンター利用

※ MI21 プロジェクトは、中長期的な重点戦略（目標）間の関係を明らかにした、「全学戦略マッ

プ」を基に、「バランス・スコアカード」を活用し、各戦略の具体的な成果目標を定め、PDCA
サイクルを回しながら事業を展開する、全学的な取り組みです。 

この取り組みは、平成 24 年度の文部科学省補助金事業「未来経営戦略推進経費（経営基盤強

化に貢献する先進的な取り組み）」に採択されました。 
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入試の志願者数は、平成 27 年度の 16,470 人から 16,917 人※へと増加しました。 
※ スカラシップ制度含みます。 

 
（３）離籍率（目標：4.0%未満）： 

GPA 制度や「学生カルテ」、学力アセスメントの結果等の積極的な活用による個別指

導の強化や学生生活全般（学習面、経済面、精神面）への支援体制を充実させたもの

の、離籍率は平成 27 年度の 4.2%から 4.9%になりました。 
 

（４）科学研究費補助金獲得額（目標：私学上位 50 位以内） 

大型科研費応募に向けた、啓発活動の強化や教員の研究全体をコーディネートする

URA※の導入効果等により、新規応募件数は 64 件から 57 件と減少したものの、獲得

額は約 7,300 万円から約 8,600 万円、私学の中では 89 位（平成 27 年 101 位）となり

ました。 
 

 

 

（５）事業活動収支差額比率（目標：収入超過率 5.0%以上） 

平成 28 年度は、大学全体として支出の抑制に努めたこと、また、平成 27 年度のい

わき明星大学法人分離に伴う一時的な人件費支出がなくなった結果、平成 28 年度決算

では 0.9%と平成 27 年度の-5.0%より大きく改善することができました。 
 

【上記ロードマップ達成状況の経年推移は、18～20 ページの「明星大学ロードマップ平成

24 年度～平成 28 年度 経年推移表」を参照】 

 

２．事業計画 

平成26年に開学50周年を迎えた明星大学は、引き続き高等教育機関としての教育、研

究及び社会貢献に係る諸事業を推進することで、開学100周年に向けた発展の基盤を整備

しています。 

平成 28 年度は、本学の教育目標・教育方針の実現を図るため、以下の事業について特

に注力して教育研究活動を展開しました。各事業の取り組み状況は次のとおりです。 

 

１）重点事業 

（１）「教育の明星大学」としての社会的地位の向上 

本学は、社会的認知度の向上及び大学のブランドを確立するため、「教育の明星大学」

をメインコピーとし、積極的な広報活動を展開しています。平成 28 年度は、この方針

の下に広告を制作し、新聞、週刊誌、女性誌等へ出稿しました。また、本学のブラン

※ University Research Administrator の略です。大学等において、研究者とともに研究活

動の企画・マネジメント、研究成果活用促進を行うことにより、研究者の研究活動の活性化や研

究開発マネジメントの強化等を支える業務に従事する人材を指します。 
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ドを構築するための基盤として、「明星大学デザインマニュアル」を改訂し、学内にお

ける Visual Identity 浸透への取り組みを強化しました。Web を活用した活動について

は、学内行事等に対する情報収集体制を整理することでホームページ等の掲載内容を

充実させ、SNS を活用した情報発信を強化する等、ステークホルダーへのタイムリー

な情報提供を促進しました。 

さらに、平成 29年 4 月の心理学部開設準備として、本学公式サイトのリニューアル、

心理学の入門書である書籍の刊行等を通して、積極的な広報活動を展開しました。 

 

 

（２）学生の早期自立に向けた修学支援活動の充実 

本学は、学生の社会的・職業的な能力を養成するため、正課授業科目と有機的な連

携を図りながら、正課外にて行われる各種講座の体系化と強化に取り組んでいます。

平成 28 年度は、新たに就職活動や海外留学に資する TOEIC 講座（チャレンジコース・

アドバンスコース）を開講しました。さらに、正課外における学習の場として、ICT
環境を備えたラーニング・コモンズ※や、グループ及び個人それぞれで活用できる図書

館内の学習スペースを整備し、学生の主体的学習を環境面から支援しています。 

また、学生が社会に対して学習成果を明示できる資格の取得を促進することを目的

として、新たに「明星大学資格取得奨励奨学金制度」を導入しました。 
 
 

 
（３）就職率向上に向けた就職指導の実施 

本学は、学生が納得できる就職を実現させるため、就職率向上に向けた就職指導の

充実に取り組んでいます。平成 28 年度は、選抜型で行うプロジェクト型の有力企業対

策や、企業との接触機会の拡大、新たな業種・目的別の講座・ガイダンスの開講、ま

た、多摩地区の企業等との連携事業を強化しました。さらに、学生の就職状況の情報

共有を目的とした各学部学科との連携強化等、就職支援に係る各種施策を実施しまし

た。 
 
 

本学は、大学のブランドを確立するた
め、統一されたイメージの下、「教育の
明星大学」をメインコピーとして積極的
に広報活動を展開しております。 
今後も SNS を活用した情報発信を強

化することで、ステークホルダーへのタ
イムリーな情報提供を促進していきま
す。 

※ ラーニング・コモンズとは、「複数の学生が集まって自学自習するための共有スペース」の総称で

す。 
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（平成 27 年度） （平成 28 年度） 
・進路決定率              83.6%     →    84.6% 
・上場企業決定率            18.0%     →    18.6% 
・企業来訪・訪問件数         2,870 件    →    2,934 件 
・求人件数              6,814 件    →   6,947 件 

 
 
（４）教員採用試験合格率向上に向けた取り組みの実施 

本学は、本学の強みである教員採用試験の実績の更なる向上に向けた取り組みを推

進しています。平成 28 年度は、平成 27 年度の教員採用試験の結果の分析に基づき、

本学オリジナルの教員採用試験対策講座、特に 2 次試験対策として小中学校の校長を

経験した実務家教員による個別指導等を行った結果、本学では初めて 100 人を上回る

115 人の教員採用試験合格者を輩出することができました。 
（平成 27 年度）   （平成 28 年度）   

・教員採用試験合格者数           93 人   →    115 人 
 

※ 卒業生及び通信教育課程の学生を含んでおりません。 
※ 全国の都道府県・政令指定都市で実施する公立学校教員採用試験の合格者数であり、校

種・教科等は問いません。 
※ 期限付任用を除きます。 

 
（５）志願者増加へ向けた募集活動の充実 

本学は、目的意識の高い志願者獲得に向けた募集活動の充実に取り組んでいます。

平成 28 年度は、受験生や高校・予備校の進路指導担当者に対して「教育の明星大学」

や学部学科が行う「体験教育」等の特色をアピールするために、大学案内を刷新する

とともに、受験雑誌や進学情報サイト等への積極的な出稿、学部学科別の DM 発送等、

学生募集活動を積極的に展開しました。さらに、平成 27 年度の学生募集活動の評価、

分析に基づき、オープンキャンパスの充実、多摩地域を中心とした高校・予備校を積

極的に訪問し、高校生接触者数の拡大を図りました。 
入試制度については、目的別に分類された複数の学科に関して併願出願が可能とな

る新たな併願制度を導入しました。 

本学は、学生が納得する進路を実現させ
るため、毎年、数多くのセミナーや説明会
等を実施しており、これらの施策により、
学生の就業意識が醸成され、年々卒業生の
就職率・進路決定率は上昇しています。本
学は、引き続き教育目標達成のため、学生
の就職活動の支援体制を強化していきま
す。 
（平成 28 年度に行われたキャリアガイダ
ンスの様子） 
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（平成 27 年度）   （平成 28 年度）  
・志願者数（一般・センター利用入試）    16,470 人   →   16,917 人  
※ スカラシップ制度含みます。 

・高校生接触者数          52,674 人   →   50,933 人  
・オープンキャンパス参加者数    13,693 人   →   13,088 人  
・高等学校訪問数（延べ）        846 校   →     937 校  

（平成 28 年度）   （平成 29 年度）   
・入学者数              2,160 人   →    2,148 人  

 
 
（６）学生ニーズに基づく個別指導の実施 

本学は、様々な課題やニーズを抱えた学生を組織的に支えていくため、学生個々の

ニーズに基づく個別指導の強化に取り組んでいます。平成 28 年度は、学生の個別ニー

ズを各学部学科において把握することを目的として、まず学業不振に悩む学生に対し

て、全ての学部学科で個別面談を実施しました。個別面談後は面談内容の記録を保存

することで、引き続き個別指導に役立てることが出来る体制を整備しました。 
 

（平成 27 年度）   （平成 28 年度） 
・離籍率                    4.2%     →     4.9% 

 

２）基本事業 

（７）教育の質的転換に向けた教育改革の実施 

本学は、社会が求める能力を効果的に養成するために、学部学科の教育目標に基づ

き、実態に応じた教育課程の再編や授業方法の改善に向けた取り組みを推進していま

す。平成 28 年度は、平成 29 年度末に予定されている教員免許の取得に係る教職課程

の再課程認定を契機と捉えて全ての学部学科の現行カリキュラムを見直すことと定め、

その一環として、人材養成の目的、学位授与方針、教育課程編成方針、入学者受入方

針の見直しに着手しました。 
 
 

本学は、受験生や保護者に対し本学への
理解向上を目的に、オープンキャンパスを
実施しています。オープンキャンパスで
は、本学の学生が中心となって、様々なイ
ベントの企画立案から実行までを担って
おり、受験生や保護者から好評を得ていま
す。 
（平成 28 年度に行われたオープンキャン
パスの様子） 
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（８）次世代に向けた通信教育体制の構築 
本学は、本学の強みの一つである通信教育において、時代に即した通信教育体制の

構築に取り組んでいます。平成 28 年度は、学生満足度の向上を図るため、インターネ

ットスクーリング開講科目の充実や、入学希望者向け「入学コース診断システム」、学

修支援システム「Star Web」におけるスマートフォン対応化を行う等、ICT を活用し

た取り組みを推進しました。 

募集活動においては、Web 広告や雑誌への出稿を通じて本学通信教育部の知名度向

上に努め、また、都道府県の教育委員会等との情報交換を通じて、現職教員等を対象

に保育士資格の取得や特別支援学校の取得が可能となる科目等履修生の受け入れに関

する広報を積極的に展開しました。 

                       （平成 27 年度） （平成 28 年度） 
・通信教育部入学者数（正科生・科目等履修生）  3,590 人  →  3,553 人 
 

（９）多摩地区を始めとする地域連携事業の推進 
本学は、多摩地区にある大学として、平成 27 年度に設置した「地域交流センター」

を中心に、大学と地域の交流を活発化させるとともに多摩地区の活性化に寄与するた

めの取り組みを推進しています。平成 28 年度は、日野市との包括協定に基づき、日野

市及び UR 都市機構と連携し、高幡台団地の活性化を目的としたシェアハウス事業を

推進しました。 

また、八王子市とは、これまでも様々な地域連携事業を通して、大学の人材・知財

を提供してきましたが、更なる組織的な地域連携事業の推進を図るため、平成 28 年 12
月に八王子市と『包括連携に関する協定』を締結しました。 

 
 
（１０）グローバル化の推進 

本学は、グローバル化の促進に向け、さまざまな施策を実施しています。平成 28 年

度は、海外学術交流提携校や在日日本語学校との連携の強化、本学教員の海外派遣、

入学試験の出願資格に係る日本語能力の見直し等、留学生受け入れに係る取り組みを

強化しました。また、外国人留学生への支援として、日本語記述力講座やリメディア

本学は、平成 28 年 12 月に八王子市と「包括

連携に関する協定」を締結しました。本学は、

これまでも八王子市を始め、多摩地区において

さまざまな地域連携事業を実施してきました

が、今後より一層、地域連携事業を積極的に推

進していきます。（平成 28 年 12 月八王子市との

包括協定締結式の様子 右：八王子市 石森市長 

左：本学 大橋学長） 
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ル授業の実施による日本語学習の支援、留学生交流会や日本文化体験イベント等、個々

の学生のニーズに即した支援を行いました。 
在学生への支援については、海外留学の推進や TOEIC 対策講座の新設等、学生の語

学力向上のための取り組み実施することにより、多様な文化・価値観に接し、学生の

内的成長を促す事業を推進しました。 
（平成 27 年度） （平成 28 年度）  

・海外学術交流提携校数              45 校   →    45 校 

・留学生数【前期/後期】         62 人/61 人  →  48 人/47 人 

・認定留学派遣学生数【通年/前期/後期】9 人/9 人/11 人→13 人/10 人/16 人 

 

（１１） 大学運営基盤確立に向けた組織改革・業務改革 
本学は、大学が将来に亘って発展できるよう、大学運営基盤確立に向けた組織改革・

業務改革に取り組んでいます。 
組織改革としては、平成 29 年度の心理学部の開設に向け、新たに「心理学部支援室」

を設置しました。 
業務改革としては、「仕事を通じて自分を育て、人を育てる職場環境」を基盤に、

長期的視野に立った体系的・継続的な職員育成を行っており、平成 28 年度は、事務

局各課の課長が中心となり立案する「部署別 SD」の他に、他大学との合同研修、職位

や経験年数に応じた職員研修を実施しました。また、平成 28 年度は新たに実務に即

応できる研修として「ビジネス文書研修」「OA 研修」「クレーム対応研修」を実施

しました。 

（平成 27 年度）   （平成 28 年度） 
・部署別 SD 開催件数            72 件    →    62 件 

 
（１２）研究支援体制の充実による外部資金獲得額の拡大 

本学は、研究支援体制の充実による外部資金獲得額の拡大に取り組んでいます。平

成 28 年度は、教育活動の基礎となる研究活動の活性化を図るため、科学研究費を含む

外部資金獲得に資する URA の配置や、学内競争資金である「重点支援研究費」の配分

など、教員の研究活動に対する支援体制を充実させました。 
                  （平成 27 年度）   （平成 28 年度） 
・科学研究費獲得額           73,190 千円  →  85,960 千円 
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明星大学 ロードマップ 

平成 24年度～平成 28年度 経年推移表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ロードマップ（1） 進路決定率 

 ・ロードマップ（2） 志願者数 

 ・ロードマップ（3） 離籍率（留年率） 

 ・ロードマップ（4） 科学研究費応募件数 

 ・ロードマップ（5） 事業活動収支差額比率 
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ロードマップ（1） 進路決定率 

ロードマップ（2） 志願者数 
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ロードマップ（3） 離籍率（留年率） 

ロードマップ（4） 科学研究費応募件数 

ロードマップ（5） 事業活動収支差額比率 
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府中校（明星中学校・高等学校、明星小学校、明星幼稚園） 

１．基本方針 
府中校においては、各校の教育力、教育成果、学校評価の向上及び一貫教育体制の推

進を基本方針として事業を遂行しました。 

 

（１）府中校一貫教育体制の確立 

幼稚園から高等学校まで擁する府中校として、教育の効果がより高められる一貫

教育体制を強化するため、幼稚園から高校及び法人の教職員で構成される検討作業

会を設置し、一貫教育を俯瞰して見ることのできる人材育成とシラバスの作成など

の新しい一貫教育の具現化の作業に着手しました。 
昨年度に引き続き、英語及び理数教科における、教科指導の協働や連携授業の実

施などをより推進すると共に、明星大学の教育学部、人文学部国際コミュニケーシ

ョン学科との協力による授業方法の研究などを進めました。 
教育課程については、併設型小中一貫教育校としての教育課程の主要教科の一次

案作成を行いました。 
 

（２）教育成果の向上 

中学校・高等学校においては、教育課程の再編成・充実、クラス構成や入試方法

の改善を検討した結果、平成 28 年度から MGS クラス（Meisei Global Science：
難関国公私立大学合格を目標とする特設クラス）を新たに設置し、より学力水準の

高い生徒の入学と学力向上を進めました。更に、MGS クラス及び既存の本科クラ

スともに、正課授業だけではなく、課外講座や海外英語研修等も実施し、一層の学

力の向上を図りました。平成 28 年度の高等学校卒業生の大学進学実績としては、

難関大学への現役合格者数は 100 名を突破しました。また、小学校においては、平

成 28 年度から英語の授業時間数を増加し、英語の基礎力を身に付けた上での中学

校教育との連携を図るとともに、英語教育と理数教育においては授業担当教員の交

流などによる中学校との教育の接続の強化を進めました。 
 

■明星中学校・高等学校 

１．基本方針 

   明星中学校・高等学校では、（１）入学試験で特に優秀な生徒を確保するための特待生

奨学金制度（MGS クラス）の創設、（２）生きた英語を習得させることを目標に JET プ

ログラムによる外国語指導助手の活用、（３）セブ島語学研修試験導入、（４）大学進学

実績を向上するための施策、（５）ICT 機器活用における教職員の研修に重点を置いて活

動しました。 
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２．重点事業 

（１）特待生奨学金（MGS クラス）制度の導入 
MGS クラスへの入学を希望する受験生の中から、特に優秀な生徒に対する学習奨

励を目的として、「明星中学校・高等学校特待生奨学金」を創設しました。奨学金の

種類は、Ａ特待生奨学金（入学金と授業料の減免）、Ｂ特待生奨学金（入学金の減免）、

Ｍ特待生奨学金（授業料の減免）の３種としています。今後は、質の高い生徒をよ

り多く確保するために、新たに給付型の奨学金制度の創設も検討していきます。 
 
（２）JET プログラムによる外国語（英語）指導助手の活用 

ネイティブスピーカーによる語学指導の機会を設けることは、外国語をより身近

なものとし、生徒の語学習得意欲増進につながります。また国際感覚を養うにあた

って、外国人と直接触れ合い、コミュニケーションをとることは非常に重要であり、

「自分の話した英語が通じる」という実感が、外国への興味・関心をさらに増進さ

せます。 
明星中学校・高等学校では、JET プログラムを利用した、ネイティブの英語指導

助手を今年度も２名継続して雇用しており、授業だけのつながりだけではなく、休

み時間、放課後、学校行事等、授業外での接触等による、国際理解、異文化交流の

機会を提供しています。 
 
（３）セブ島語学研修の試験導入 

平成 29 年度より、体系的・インテンシブな英語学習と、

国際体験学習を通して身につける、グローバル時代の「活躍

力」の習得を目指すため、中学 3 年生全員をセブ島に 3 週

間語学留学させることを計画しています。 
平成 28 年度においてはその試験的な導入を行い、12 名の

参加希望者によるセブ島短期留学を実施しました。さらに、

来期の留学プログラムの安全性を事前検証するため、5 名の

教員による現地調査を実施致しました。 
 

（４）大学進学実績を向上させるための施策 
大学進学に向けて、真剣に学力向上を目指す生徒の受講を促すため、本年度は有

料制の大学入試対策講座を、放課後、夏休み、冬休みの期間に開講しました。さら

に、春休みに開催した勉強合宿では、従来の自習型から 90 分間の講座型へ変更した

り、最終日には効果測定試験を行うなど、結果が目に見える実践的な学習機会とな

るよう工夫を加えました。 
その結果、難関大学への現役合格は 100 名を突破し、国公立早慶上理の上位校合

（語学研修現地での様子） 
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格者は前年比 218％を達成しました。さらに、GMARCH クラス以上の合格者につい

ても前年比 138％の好結果となりました。 
 
（５）ICT 機器活用における教職員の研修 

外部の研修会に参加して技能を習得した「ICT 推進担当教員」による学内研修会

を通じて、「電子黒板」の授業使用技能を教職員全員が

習得しました。また、英語教育の充実に向け、Skype
を利用したオンライン・イングリッシュの授業を来年

度より実施する予定ですが、その事前準備として、

Wi-Fi 環境を整備するとともに、授業内容の設計と授

業サポーターの配置を策定し、各種のマニュアル等を

整備しました。 
また全国的な研究会である「ICT 教育研究会 with 

CLASSI」を本校で開催し、北海道から九州まで日本

全国から 218 名の学校関係者が参加しました。当日は

本校の ICT を利用した模擬授業の実施、ICT 教育実践

事例の発表や、他校の先進事例の発表が行われました。 
 
■明星小学校 
１．基本方針 

平成 28 年度の教育活動は、教員間の協働体制（中高との連携を含む）に取り組み、一

貫校教育のカリキュラム検討を行うとともに、効果的な指導のための研修を実施し、（１）

府中校一貫教育の強化・推進、（２）指導力向上と学力向上、（３）ICT 化（４）弁当給

食の実施、（５）「明星っ子クラブ」の活動内容の充実を重点的に取り組みました。 
 

２．重点事業 
（１）府中校一貫教育の強化・推進 

①幼小連携 
 ・平成 28 年度の幼稚園からの内部進学者は 34 名でした。 
・「にこにこの日」の継続に加えて、平成 28 年度は週 1 回年長児に小学校教員に

よる授業を行う「わくわくの日」を実施しました。算数、国語、英語、図工な

ど年長児が小学生気分を味わうことができました。 
「にこにこの日」は児童にとって年長者の自覚を促し、いたわりの心や優しさ

を培う取り組みです。園児にとっても児童を通して小学校の雰囲気を味わうよ

い機会となります。年少、年中、年長組の園児と合計 6 回行いました。 
・幼小教員による合同研修を新たに 2 回実施しました。双方の教員がお互いの教

（研修会場の様子） 
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育活動を知り理解を深め、幼稚園からの内部進学者を増やすための方策を検討

しました。 

・前年度に引き続き教育支援室が幼少教員とともに「学びの苑
ひろば

」を主催。近隣の

小学生、未就園児など学苑内外から 300 名以上が参加し、楽算数、英語、理科

の活動を通して地域貢献を行いました。 
②小中連携 

    ・中学校への内部進学者は 59.6％（うち MGS コース 15 名）でした。  
・平成 28 年度も昨年同様に英語と理数教育に力を入れた連携に取り組みました。 
ⅰ）英語 

・4 技能を見据えた「読む」「書く」に特化

し、中学教員が 6 年生の授業を実施。 
・5 年生の英語国内留学、希望者対象のイ

ングリッシュキャンプ、台湾留学を開始。 
・JET プログラム（語学指導等を行う外国

青年招致事業）の外国語指導助手 2 名に

よる英語 TT（ティーム・ティーチング）

授業。 
ⅱ）算数 

・中学教員に 6 年生の授業を週１回、定期的に開催 
ⅲ）理科 

・中学校教材を使用した小中教員の TT
授業を 6 年生で実施。 

・昨年度からの継続で「わくわく理科実

験 Jr．」を年 8 回開催し、延べ 119 名

が参加。理科実験や天体観測に積極的

に取り組み、科学的観察や思考を高め、

保護者の満足度も高まりました。 
ⅳ）上記 3 教科を含めた、小中（高）一貫教育推進プログラムの実施のためにカ

リキュラム作成を開始し次年度以降の円滑な運用を考えています。 
③小大連携 
・明星大学との連携では、英語クラブや明星祭国際ブースへの外国人講師派遣。 
・4 回目を迎えた「元気玉プロジェクト」は国際コミュニケーション学科とコラボ

レーションした活動を実施。 
・大学連携事業の一つとして、イギリスの大学の学生と教授が小学校を訪問し児

童との交流を行いました。 
    ・平成 28 年度新たな連携は、教育学部のインターンシップ学生を各クラス（計 6

 

（台湾留学での集合写真） 

（中学教員による 6 年生理科の授業） 
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名）に年間を通して受け入れ、授業補助等の学習を支援・指導。 
   ・次年度企画および計画として、大学教育学部等の教員を講師として派遣し、保

護者向け「教養講座」の開催を検討。 
 
（２）指導力向上と学力向上 

① 教員研修（校内授業研究会） 
 ・9 教科にわたり合計 21 回、延べ 21 名（実数 20 名）が授業研究を実施し、教員 

による検討会を行いました。（うち 3 回は外部講師による授業[国語、英語、体育]
指導） ＊英語は中学教員 

 ・明星大学国際コミュニケーション学科の田中教授による、現代のコミュニケー 
ションツールとしての英語ならびに英語力についての講演を実施。 

    ・各教科による日々の教育活動、授業についての検討・研究会の実施 
② 各種検定 

   児童の学力向上の成果を各種検定結果で紹介します。 
 ・英語検定 
   合格者数 

 ５級 ４級 ３級 準２級 ２級 合計 

１年生 １ — — — — １ 

２年生 ２ ２ — — — ４ 

３年生 １６ ４ ３ — １ ２４ 

４年生 ２０ １３ ３ １ — ３７ 

５年生 ４１ １８ ５ ２ ３ ６９ 

６年生 ３２ １６ ５ — — ５３ 

合計 １１２ ５３ １６ ３ ４ １８８ 

 ・漢字検定【10 級から 5 級合計】 
受験者数：242 名  合格者数：217 名  合格率 89.7％ 

 ・算数検定【11 級から 6 級合計】 
受験者数：115 名  合格者数：104 名  合格率 90.4％ 

 
（３）ICT 化 
  ① 教員の情報機器を利用した授業 
    コンピューター利用による授業効率化を図るための教員研修を実施するととも

に、次年度のアプリ導入、児童用情報端末（現在 35 台）を増やすことを検討しま

した。 
  ② 事務作業の効率化 
    日常の出欠席管理、学期末の成績処理、指導要録作成を府中校情報システム課 
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   と連携して学務システムを構築し年度末にすべて完成しました。 
 
（４）弁当給食の実施 
    平成 28年度 2学期から希望者の弁当給食（デ

リバリー方式）を月曜から金曜日の週 5 日間で

開始しました。利用月の前月にメニューを配付、

申し込みを受け付けています。平均の利用者は

60％弱です。 
 
（５）「明星っ子クラブ」の活動内容の充実 

① 登録者数 

「明星っ子クラブ」は、平成 27 年度 174 名、平成 28 年度は 173 名の登録者で

した。このうち年間登録者数は昨年度とほぼ一定でしたが、今年度は約 60％利用

率が増加しました。 
   ② 学力の定着 
     放課後の入室後に学習時間を設けそれぞれの学習課題に取り組んでいます。そ 
    れ以外に基礎学力の発展のために、英語、漢字検定の学習教材を整え学習意欲 

向上を目指した結果、漢字検定に関してはクラブ利用者全員が合格しました。  
③ 長期休暇中の活動 

学校の長期休暇中（夏期・冬期）の預かりを本年度も実施、明星大学教育学部

の学生のボランティアが児童と活動をともにしました。普段の活動内容とは異な

る学生たちの企画に児童の満足度も上がりました。 
④ その他 

外部のスポーツクラブと提携して 2 年目の今年度は、夏・冬休みの「デイキャ

ンプ」「スケート教室」を行いました。それぞれ 50 名、32 名の参加者がありまし

た。 
 

■明星幼稚園 

１．基本方針 

質の良い「遊び」を主体とした園生活を通し

て、考える力や基礎体力、社会性の基礎を養う

ことを目指し、小学校へ就学した後にも自ら考

え、様々なことに興味関心を持って学んでいく

力を育てることを基本方針として取り組んでき

ました。 

                     

 

 
 

 （運動会での年少のかけっこの様子） 

（楽しい弁当給食の様子） 
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（１）就学に向けて 
 園児が興味関心を持ち主体的に関われるよう、教員は計画的、意図的に教材準備

をするように努めました。特に年長児は就学に向けて、日常会話や絵本を通して正

しい言葉の使い方、聞き方、伝え方を意識して保育にあたりました。 

年中組・年長組（4・5 歳児）においては英語に親しみ、外国人講師によるネイテ

ィブな英語に触れ国際感覚を養うことを目的とした週 1 回の英語遊びを強化するた

めに、講師との打ち合わせを密に行いました。 

預かり保育で利用していない午前中の預かり保育棟（リープひろば）を英語ルー

ムとして活用し、また年長組共用スペースには英語遊びコーナーを設け、教具や絵

本を揃えました。今後もグローバルな感性

を幼少期から育むことを目指して教具等を

充実させていきます。年少組については次

年度に向け 3 学期に講師と触れ合う機会を

設けました。 

年度末に行ったオープンレッスンの保護

者アンケートでは保護者から高評価をいた

だきました。 

 
（２）一貫教育の推進 

明星小学校との「にこにこの日」における児童との交流、幼稚園運動会への小学

校教員の参加、「わくわく」の活動では小学校教員による数遊び等、年間を通して交

流を実施しました。 
 
（３）教育目標の達成に向けて 

保育計画（年間カリキュラム・月案・週案等）に基づいた保育を実施し、その反

省のもと、職員会議で 3 学年を越えて課題を共有し、次の指導案に生かすよう努め

ました。 
また、遊びやけんかといった日常から見えてくる一人ひとりの成長を保護者に目

に見える形で伝えるため、週 4 日程度、写真入りのクラス通信を発行しました。幼

児が日常生活から多くのことを学び取る重要性の再確認と日々の成長をお知らせし

ました。今後は連絡アプリを利用したクラス便りでより充実させていきます。 
 
（４）心の教育 

毎日の保育に、「凝念教育（みなしずか）」や体験教育を実践するカリキュラムを

策定し、心身ともに調和の取れた成長を目指しました。また、月に一回、誕生会で

の園長講話では園児にわかりやすく、園便りでは保護者が意識できるような話題を

（担任と一緒に絵本を読んでいる園児の様子） 
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提供し、子どもたちが様々な日常のことを、主体的に考えることができるよう努め

ました。 
園内の小動物（熱帯魚、小鳥など）を身近に、心の安定を図りました。 
 

（５）子育て支援 
   子育て相談、・預かり保育の充実、講演会の実施を行いました。次年度はさらにサ

ービスの向上を目指します。 
 
（６）教育現場における園児のリスク管理及び個人情報の管理体制強化 

幼稚園危機管理マニュアルに基づいた訓練、研修を実施しました。個人情報取り

扱いに関して再確認をしました。 
 
（７）施設設備の改修 

 園庭大規模整備を終え、水はけがよくなり一部緑化により芝地にしたことにより

これまで以上に園児が活発に戸外活動を行う様子が見られました。平成 29 年度は園

庭大型遊具の設置が決まっており、そのほかの経年劣化に伴う修繕改修を継続して

順次行っていきます。 
 

２．重点事業 

（１）入園希望者増加 

   土曜開催を含め、2 月（平成 27 年度中）から月一回程度の公開保育説明会を開催

し明星幼稚園の教育方針、実際の保育風景公開および明星小学校の紹介をしました。 
結果、募集定員 90 名の所、100 名が受験しました。 

 

（２）入園者数維持 

    より充実した保育環境を整えるため、教員研修を園内で 2 回、その他各個人で申

請報告を義務とし外部研修参加を促した結果、多様な資質や技能を必要とする幼児

教育の教員としての力量を高めることにつながりました。 
    また、数・言葉・英語・理科的興味その他知育玩具を各保育室に充実させました。    

その結果、平成２９年度入園者は年少組 98 名、年中組（転勤および帰国者）7 名

が入園予定です。 
平成 29 年度の合計在園者数は年長 95 名年中 98 名年少 98 名となる予定です。 

 

（３）保護者アンケートにおいて満足度８０％以上を維持 

平成 28 年度は、例年実施している保護者アンケートの回収率は 88.6%と多くの

保護者のご協力をいただくことができました。このアンケートは、明星幼稚園が掲
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げる教育目標を基本とした諸活動に対して、保護者の皆様に客観的に評価していた

だくことで、教職員が自らを振り返り、教育活動や幼稚園運営について改善を図っ

ていくことを主たる目標としています。 
平成 28 年度もこれまで同様、大半の項目で高い評価になりました。この高い満

足度を平成 29 年度以降も維持していくことが、一番の課題であり目標ととらえ、

評価の高低に関わらず一つひとつを丁寧に検証し、教職員一丸となって取り組んで

いきます。また、アンケートの中でいただいた貴重なご意見は、今後に活かしてい

きます。 

    ルーブリック評価に関しては次年度に専門のコンサルタントの助言を元に研究

を進めていきます。 

 

（４）明星小学校内部進学者増加 

平成 28 年度より幼小合同教員研修会を開始し、教員間の相互理解を深め学内進学

者の確保を目指しましたが、平成 28 年度内部進学者は平成 27 年度と横ばいになっ

ています。今後も継続して小学校との連携を図り幼小の一貫教育を研究していきま

す。 
（５）保育園研究開始 

   主に管理職において 3回の幼保連携型認定子ども園、2回の保育園の見学を行い 

   訪問先の園長等関係者から話を伺いました。 

    次年度以降も日々変化する子ども子育て支援法の中での保育園、幼稚園行政の変

化に対応できるよう社会の動向を見守っていきます。 

 

■教育支援室 

１．基本方針 

教育支援室では、（１）英語及び理数を柱とした府中校一貫教育プログラムの構築、（２）

府中校各校の一貫運営体制の構築、（３）府中校授業研究体制の構築、（４）府中校各校

の教育内容広報体制の構築、（５）明星大学との連携窓口機能の構築、（６）教育支援室

の運営体制の充実に重点を置いて活動しました。 
 

２．重点事業 
（１）英語及び理数を柱とした府中校一貫教育プログラムの構築 

併設型小中一貫校の開校プロジェクトを発足し、小中主要５教科のカリキュラム

作成に着手しました。 
この併設型小中一貫校における目指す児童観、生徒観やその指導観を新たに検

討・設定し、それに基づいたカリキュラム原案を中間答申案としてまとめました。 
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（２）府中校各校の一貫運営体制の構築 
俯瞰的な一貫教育の検討をする部署を設置、それを核にして具体的なカリキュラ

ム構築を推進する検討委員会を発足しました。この委員会の下には各教科に分かれ

た作業部会によって、より具体的、専門的な作業を行う体制を築き、中間答申案を

まとめる作業を行いました。 
 
（３）府中校授業研究体制の構築 

授業の質、教員の資質向上を目指して、

新たな授業研究会を行う体制を築きまし

た。 
教科ごとの研究授業の日を設定して、各

教員が自由に授業を見合う研究会や放課

後に模擬授業を設定して批評し合うなど

の校内研究会を小学校、中高合わせて年間

17 回以上実施しました。 
また、学外の教員や教育関係者も参加、

協働する研究会も年 3 回実施し、これらの活発な研究活動により、教員の授業力の

向上が図られています。 
 
（４）府中校各校の教育内容広報体制の構築 

平成 28 年度は新たな試みとして、授業研究内容・成果を元にした教育に関する本

の執筆の取り組みを始めました。 
今年度は明星小学校の算数部教員による執筆で、近年特に叫ばれているアクテ

ィブラーニングの観点で、これからの算数教育に関する研究成果を明星の特徴的

な教育方法として、世に問う内容としました。この本は平成 29 年度に出版予定と

なっています。 
また、昨年度末に初開催した学内外の未就学児や小学生を対象とした学びの苑

と題したプロジェクトの第 2 弾、第 3 弾を行いました。 
第 2 弾は 5 月 11 日に算数、理科、英語を題材に、第 3 弾は 9 月 10 日に算数、

理科、国語を題材にした学びの祭りとして行われました。約 300 名の参加者にご

好評を頂き、明星教育の地域還元として広く周知することができました。 
 
 
 
 
 

（小学校2年生の授業で国語の授業研究に

取り組む先生方の様子） 
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（５）明星大学との連携窓口機能の構築 
昨年度に引き続き、大学教員や教育学部

の学生が参加する算数講座、学びの苑を合

わせて 5 回設けました。学生の意欲・憧れ

の醸成と共に、学生の先輩・後輩間の交流

や連携の絆も増してきました。 
 
 
（６）教育支援室の運営体制の充実 

教育支援室を軸として、各校園や法

人事務組織の枠を超えて一貫教育の検討・推進役となる 8 名の教職員からなる会

を今年度より発足しました。 
今年度は年間 25 回の会が開かれ、目指すべき児童・生徒の姿や指導観、またヒ

ドゥンカリキュラムや学校合同行事などのあり方や方向性に関して、活発な議

論・検討が行われた。 
 

〈以下余白〉 
 
  

（地域の子どもたちを招いて算数や英語など

の面白さを体験してもらう「学びの苑」に参

加している学生の様子） 
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卒業生の進路・就職状況 

■明星大学 

１．就職・進学状況等 
平成 28 年度学部卒業生数は、1,806 名（9 月卒業生を含む）でした。その内大学院

等進学者が 89 名、就職希望者は 1,474 名。就職決定者数は 1,439 名で就職率は 79.7%
でした。 

 
２．卒業・修了、学位授与数等の状況 

学 部 学 科 等 学位授与者数 

学 
 

部 

理工学部 

総合理工学科 362 
化学科 0 
環境システム学科 0 

計 362 

人文学部 

国際コミュニケーション学科 89 
人間社会学科 78 
心理学科 104 
日本文化学科 98 
福祉実践学科 55 
心理・教育学科 心理学専修 1 
心理・教育学科 教育学専修 0 

計 425 

経済学部 
経済学科 265 
経営学科 4 

計 269 

情報学部 
情報学科 128 

計 128 

日本文化学部 
言語文化学科 0 

計 0 

教育学部 
教育学科 385 

計 385 

造形芸術学部 
造形芸術学科 61 

計 61 

経営学部 
経営学科 176 

計 176 
学部 合計 1,806 

大
学
院 

理工学研究科 

物理学専攻博士前期課程 4 
物理学専攻博士後期課程 0 
化学専攻博士前期課程 6 
化学専攻博士後期課程 0 
機械工学専攻博士前期課程 6 
機械工学専攻博士後期課程 0 
電気工学専攻博士前期課程 1 
電気工学専攻博士後期課程 1 
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建築・建設工学専攻博士前期課程 0 
建築・建設工学専攻博士後期課程 0 
環境システム学専攻博士前期課程 6 
環境システム学専攻博士後期課程 0 

計 24 

人文学研究科 

英米文学専攻博士前期課程 0 
英米文学専攻博士後期課程 0 
社会学専攻博士前期課程 1 
社会学専攻博士後期課程 0 
心理学専攻博士前期課程 15 
心理学専攻博士後期課程 0 
教育学専攻博士前期課程 0 
教育学専攻博士後期課程 0 

計 16 

経済学研究科 
応用経済学専攻修士課程 3 

計 3 

情報学研究科 
情報学専攻博士前期課程 2 
情報学専攻博士後期課程 0 

計 2 

教育学研究科 
教育学専攻博士前期課程 0 
教育学専攻博士後期課程 0 

計 0 
大学院 合計 45 

学部・大学院 総計 1,851 

 

３．主な内定企業先（平成 28 年度） 
（理工）東日本旅客鉄道（株）、東海旅客鉄道（株）、日野自動車（株）、（株）日立

システムズエンジニアリングサービス、蛇の目ミシン工業（株）、（株）き

んでん、（株）関電工、日本ケミコン（株）、ミサワホーム（株）、鉄建建設

（株）、東鉄工業（株）、大和ハウス工業（株）、日本電設工業（株）、東亜

道路工業（株）、（株）ケーヒン、（株）タケエイ、いであ（株）、日本郵便

（株）、三菱東京ＵＦＪ銀行、（株）東北銀行、多摩信用金庫、西武信用金

庫、厚生労働省、東京都庁、千葉県庁など 
（人文）三菱東京ＵＦＪ銀行、日本郵便（株）、東京都民銀行、大光銀行、八十二銀

行、山梨中央銀行、住友生命保険、多摩信用金庫、西武信用金庫、山梨県

民信用組合、全国酪農業協同組合連合会、八王子市農業協同組合、（株）イ

オンリテール、（株）セブン－イレブン・ジャパン、（株）ローソン、（株）

エイチ・アイ・エス、（株）マイナビ、（株）ニチイ学館、（株）大東建託、

鴻池運輸（株）、アクセンチュア（株）、（株）パレスエンタープライズ、（株）

ユナイテッドアローズ、青山商事（株）、（社）東京都同胞援護会、（社）東
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京都知的障害者育成会、東京都教育委員会、群馬県庁、八王子市役所、相

模原市役所、警視庁など 
（経済）三井住友銀行、野村證券（株）、（株）北越銀行、城南信用金庫、多摩信用

金庫、西武信用金庫、青梅信用金庫、東日本旅客鉄道（株）、アクセンチュ

ア（株）、ANA エアポートサービス（株）、（株）ジェイアール東海ツアー

ズ、大和ハウス工業（株）、文化シヤッター（株）、厚生労働省 山梨労働局、

八王子市農業共同組合、町田市農業共同組合、警視庁など 
（情報）トランスコスモス（株）、日本電子計算（株）、キーウェアソリューション

ズ（株）、SOMPO システムズ（株）、MKI テクノロジーズ（株）、みずほオ

ペレーションサービス（株）、NTT データソフィア（株）、日本情報産業（株）、

（株）プリンスホテルなど 
（教育）公立小学校教諭、公立中学校教諭、公立特別支援学校教諭、公立保育園、

私立幼稚園、(株)NTT ドコモなど 
（造形芸術）日亜鋼業（株）、（株）コックス、東京アート（株）、（株）ストライプ

インターナショナル、（株）デザインアーク、渡辺パイプ（株）、（株）ドト

ールコーヒー、町田市農業協同組合など 
（経営）山梨中央銀行、東海東京証券（株）、多摩信用金庫、西武信用金庫、町田市

農業共同組合、アクセンチュア（株）、イオンリテール（株）、コネクシオ

（株）、ブリヂストンリテールジャパン（株）、西濃運輸（株）、（株）AOKI
ホールディングス、（株）インテリジェンス、京王観光（株）、リゾートト

ラスト（株）、（株）ホテルマネージメントジャパン、（株）東京商工リサー

チなど 
 

〈以下余白〉 
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■明星中学校・高等学校 
１．中学校卒業者の進学状況 

平成 28 年度中学校卒業生総数 148 名でした。そのうち、明星高等学校進学者は 125
名、他校進学者は 23 名でした。 

 
２．高等学校卒業者の進学状況 

平成 28 年度高等学校卒業生総数 308 名でした。そのうち、4 年制大学現役進学者

は 272 名、短期大学進学者は 3 名、専門学校進学者は 12 名、進学準備他は 21 名でし

た。 
 

３．主な合格実績大学（平成 28 年度） ※難関大学現役合格 100 名突破 
   （国公立）宇都宮大学、信州大学（医学部）、東京外国語大学、東京藝術大学、東京

農工大学、電気通信大学、山形大学、首都大学東京、都留文科大学 
   （私 立）早稲田大学、慶応義塾大学、上智大学、東京理科大学、学習院大学、明

治大学、青山学院大学、立教大学、中央大学、法政大学、日本大学、東

洋大学、駒澤大学、専修大学、工学院大学、芝浦工業大学、東京電気大

学、東京都市大学、東京農業大学、國學院大學、成蹊大学、成城大学、

武蔵大学、明治学院大学、大東文化大学、東海大学、亜細亜大学、帝京

大学、国士舘大学、明星大学、桜美林大学、大妻女子大学、学習院女子

大学、共立女子大学、昭和女子大学、昭和薬科大学、白百合女子大学、

玉川大学、津田塾大学、東京経済大学、東京女子大学、東京薬科大学、

日本女子大学、フェリス女学院大学、他 
 
■明星小学校 

平成 28 年度卒業児童総数 87 名でした。そのうち、明星中学校進学者は 51 名（男子

28 名、女子 23 名、うち MGS コースは男子 10 名、女子 5 名）、他校進学者は 36 名（私

立中学校 27 名、国立１名、公立７名、海外校 1 名）でした。 
 
■明星幼稚園 

平成 28 年度卒業園児総数 97 名でした。そのうち、明星小学校進学者は 32 名、他校進

学者は 65 名でした。 
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平成 28 年度決算について 

学校法人の計算書類には次の 3種類があります。 

① 資金収支計算書 

資金収支計算書は、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の

内容並びに当該会計年度における支払資金の収入及び支出のてん末を明らかにす

るために行うものです。 

資金収支計算書について、新たに活動区分ごとの資金の流れがわかる活動区分

資金収支計算書を作成しています。 

② 事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、当該会計年度の次に掲げる活動に対応する事業活動収

入及び事業活動支出の内容を明らかにするとともに、当該会計年度において基本

金に組み入れる額を控除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収

入及び事業活動支出の均衡の状態を明らかにするために行うものです。 

１．教育活動 

２．教育活動以外の経常的な活動 

３．前 2つに掲げる活動以外の活動 

③ 貸借対照表 

貸借対照表は、当該会計年度末における資産・負債・純資産の財政状態を表す

ものです。 

 

  

Ⅲ．平成 28 年度財務の概要 
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■資金収支計算書 
資料：資金収支計算書（別添資料２） 
収入については、学生生徒等納付金収入は対予算比 233 百万円の減少となりました。

また、補助金収入については対予算比 103 百万円の減少となりました。 

 
支出については、人件費支出が対予算比 121 百万円の減少、教育研究費支出および管

理経費支出については、それぞれ対予算対比 460 百万円、132 百万円の減少となり、施

設関係支出については対予算比 3 百万円の減少、設備関係支出については対予算比 59 百

万円の増加となりました。 

 
収入及び支出の部合計は対予算比 360 百万円の増加で 29,118 百万円となり、翌年度繰

越支払資金は、対予算比 2,609 百万円増加の 12,133 百万円となりました。 
この資金収支計算書に記載される資金収入及び資金支出の決算の額を教育活動による

資金収支、施設設備等活動による資金収支、その他の活動による資金収支に区分したも

のが、活動区分資金収支計算書(別添資料３)となります。 

収入の部 （単位：百万円）
科目 H28年度予算 H28年度決算 差異
学生生徒等納付金収入 12,704 12,470 ▲233
手数料収入 317 339 22
寄付金収入 27 35 9
補助金収入 1,851 1,748 ▲103
資産売却収入 2,830 2,634 ▲196
付随事業・収益事業収入 153 165 12
受取利息・配当金収入 232 221 ▲11
雑収入 302 723 421
借入金等収入 0 0 0
前受金収入 2,266 2,356 90
その他の収入 846 1,113 267
資金収入調整勘定 ▲2,769 ▲2,686 83
前年度繰越支払資金 9,999 9,999 0
収入の部合計 28,758 29,118 360

支出の部 （単位：百万円）
科目 H28年度予算 H28年度決算 差異
人件費支出 9,205 9,084 ▲121
教育研究経費支出 3,535 3,075 ▲460
管理経費支出 1,448 1,316 ▲132
借入金等利息支出 0 0 0
借入金等返済支出 0 0 0
施設関係支出 178 175 ▲3
設備関係支出 723 782 59
資産運用支出 2,830 1,270 ▲1,560
その他の支出 2,187 2,487 300
予備費 300 - ▲300
資金支出調整勘定 ▲1,172 ▲1,204 ▲33
翌年度繰越支払資金 9,523 12,133 2,609
支出の部合計 28,758 29,118 360
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■事業活動収支計算書 
資料：事業活動収支計算書（別添資料４） 

 

教育活動収支については、学生生徒等納付金、経常費等補助金、雑収入などの教育活

動収入については対予算比 121 百万円増加の 15,477 百万円となり、人件費、教育研究経

費、管理経費などの教育活動支出は予算対比 631百万円減少の 16,489百万となりました。

この結果、教育活動収支差額は 1,013 百万円の支出超過となりました。 

（単位：百万円）
科目 H28年度予算 H28年度決算 差異

学生生徒等納付金 12,704 12,470 ▲233
手数料 317 339 22
寄付金 30 39 9
経常費等補助金 1,849 1,740 ▲109
付随事業収入 153 165 12
雑収入 302 723 421
教育活動収入計 15,355 15,477 121
人件費 9,240 9,154 ▲87
教育研究経費 5,985 5,534 ▲451
管理経費 1,895 1,802 ▲93
徴収不能額等 0 0 0
教育活動支出計 17,120 16,489 ▲631

▲1,765 ▲1,013 753
受取利息・配当金 232 221 ▲11
その他の教育活動外収入 0 0 0
教育活動外収入計 232 221 ▲11
借入金等利息 0 0 0
その他の教育活動外支出 0 0 0
教育活動外支出計 0 0 0

232 221 ▲11
▲1,533 ▲791 742

資産売却差額 0 44 44
その他の特別収入 30 27 ▲3
特別収入計 30 71 41
資産処分差額 3 16 14
その他の特別支出 0 1 1
特別支出計 3 17 15

28 54 26
300 - ▲300

▲1,805 ▲738 1,068
▲772 ▲639 133

▲2,578 ▲1,377 1,201
▲15,952 ▲15,952 0

0 0 0
▲18,530 ▲17,329 1,201

15,618 15,769 151
17,423 16,507 ▲916

教
育
活
動
収
支

事業活動収
入の部

事業活動支
出の部

　教育活動収支差額

教
育
活
動
外
収
支

事業活動収
入の部

事業活動支
出の部

　教育活動外収支差額

（参考）
事業活動収入計
事業活動支出計

翌年度繰越収支差額

　　　　　　　経常収支差額

特
別
収
支

事業活動収
入の部

事業活動支
出の部

　特別収支差額
［予備費］
基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額
前年度繰越収支差額
基本金取崩額
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教育活動外収支については、受取利息・配当金 221 百万円のみが教育活動外収支に計

上され、教育活動外収支差額は、対予算比 11 百万円減少の 221 百万円となりました。教

育活動収支差額と教育活動外収支差額を合計した経常収支差額は、対予算比 742 百万円

増加し 791 百万円の支出超過となりました。 
特別収支については、資産売却差額などの特別収入から資産処分差額などの特別支出

を差し引いた特別収支差額は対予算比 26 百万円増加の 54 百万円の収入増加となりまし

た。教育活動収支差額、教育活動外収支差額、特別収支差額を合計した基本金組入前当

年度収支差額は 738 百万円の支出超過となりました。 
当年度収支差額に前年度繰越収支差額を合算し、基本金取崩額を差引いた翌年度繰越

収支差額は 17,329 百万円の支出超過となりました。 
 

■貸借対照表 
資料：貸借対照表（別添資料５） 
資産の総額は、前年度末と比較して 1,635 百万円の減少となり、108,045 百万円となり

ました。固定資産が 2,513 百万円減少して 94,115 百万円となり、流動資産が 878 百万円

増加して 13,929 百万円となりました。 

 
負債の総額は、前年度末と比較して 897 百万円の減少し、6,345 百万円となりました。

純資産の総額は、前年度末と比較して 738 百万円の減少し、101,700 百万円となりまし

た。 

 
 

資産の部 （単位：百万円）
科目 本年度末 前年度末 増減
固定資産 94,115 96,628 ▲2,513
　有形固定資産 67,052 69,500 ▲2,448
　特定資産 18,402 18,332 70
　その他の固定資産 8,661 8,796 ▲135
流動資産 13,929 13,051 878
資産の部合計 108,045 109,680 ▲1,635

負債の部 （単位：百万円）
科目 本年度末 前年度末 増減
固定負債 2,566 2,463 103
流動負債 3,779 4,779 ▲1,000
負債の部合計 6,345 7,242 ▲897
純資産の部
基本金 119,029 118,390 639
　第１号基本金 112,612 111,973 639
　第２号基本金 0 0 0
　第３号基本金 5,000 5,000 0
　第４号基本金 1,417 1,417 0
繰越収支差額 ▲17,329 ▲15,952 ▲1,377
純資産の部合計 101,700 102,438 ▲738
負債及び純資産の部合計 108,045 109,680 ▲1,635
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■財産目録 
資料：財産目録（別添資料６） 

  本学苑の平成 28 年度末時点の財産は、別添資料６のとおりです。 
 
■監査報告 

資料：監査報告書（別添資料７） 
平成 28 年度の財産の状況および会計処理について、公認会計士の監査ならびに監事の

監査を別添資料７のとおり受けました。 
 

〈以下余白〉 
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経年推移比較 
■資金収支の推移 

資金収入及び資金支出は年度ごとにその規模（金額）が変動していますが、これは年

度ごとに学校の教育研究活動等の状況や資産運用における運用状況が変わることによる

ものです。翌年度への繰越支払資金としては、施設設備の整備などに伴い減少が生じる

こともありますが、経営のための運用資金としては大きな影響はありません。 

 

 
【注】 
・平成 27 年度学校法人会計基準改正に伴い、旧基準によるものについては、新基準に置き換えて作成。 
・資金収入のグラフは上表の資金収入合計から資金収入調整勘定と前年度繰越支払資金を除いた金額。 
・資金支出のグラフは上表の資金収入合計から資金支出調整勘定と翌年度繰越支払資金を除いた金額。 

（単位：百万円）
科目 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
学生生徒等納付金収入 14,071 14,372 14,059 13,903 12,470
手数料収入 376 372 337 360 339
寄付金収入 36 68 84 55 35
補助金収入 2,453 2,279 2,383 2,313 1,748
資産売却収入 12,130 9,268 11,079 9,584 2,634
付随事業・収益事業収入 130 123 171 200 165
受取利息・配当金収入 271 253 249 239 221
雑収入 454 452 1,022 1,176 723
借入金等収入 0 0 0 0 0
前受金収入 2,607 2,489 2,617 2,377 2,356
その他の収入 1,113 859 3,500 1,511 1,113
資金収入調整勘定 ▲2,839 ▲3,070 ▲2,980 ▲3,389 ▲2,686
前年度繰越支払資金 10,103 9,842 7,392 9,137 9,999
資金収入合計 40,905 37,305 39,914 37,466 29,118
人件費支出 10,557 10,686 11,009 11,500 9,084
教育研究経費支出 3,466 3,944 4,171 4,113 3,075
管理経費支出 1,419 1,553 1,677 4,527 1,316
借入金等利息支出 1 0 0 0 0
借入金等返済支出 0 0 0 0 0
施設関係支出 282 626 4,782 515 175
設備関係支出 356 512 562 618 782
資産運用支出 14,348 12,300 8,435 5,974 1,270
その他の支出 2,043 1,846 2,067 2,379 2,487
資金支出調整勘定 ▲1,409 ▲1,554 ▲1,926 ▲2,161 ▲1,204
翌年度繰越支払資金 9,842 7,392 9,137 9,999 12,133
資金支出合計 40,905 37,305 39,914 37,466 29,118
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■事業活動収支の推移 
事業活動収支については、平成 27 年度に資産処分差額及び管理経費が大きく増加して

いますが、学校法人明星学苑から学校法人いわき明星大学が法人分離し、財産の移管（寄

付）を行ったことによるものです。 

 

 
【注】 
・平成 27 年度学校法人会計基準改正に伴い、旧基準によるものについては、新基準に置き換えて作成。 

（単位：百万円）
科目 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

学生生徒等納付金 14,071 14,372 14,059 13,903 12,470
手数料 376 372 337 360 339
寄付金 33 66 75 60 39
経常費等補助金 2,429 2,169 2,378 2,281 1,740
付随事業収入 130 123 171 200 165
雑収入 454 449 1,022 1,174 723
教育活動収入計 17,493 17,551 18,042 17,978 15,477
人件費 10,529 10,702 11,066 11,508 9,154
教育研究経費 6,888 7,224 7,352 7,187 5,534
管理経費 1,851 1,988 2,095 4,919 1,802
徴収不能額等 0 0 2 0 0
教育活動支出計 19,268 19,913 20,515 23,614 16,489

▲1,775 ▲2,363 ▲2,473 ▲5,636 ▲1,013
受取利息・配当金 271 253 249 239 221
その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0
教育活動外収入計 271 253 249 239 221
借入金等利息 1 0 0 0 0
その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0
教育活動外支出計 1 0 0 0 0

271 253 249 239 221
▲1,505 ▲2,110 ▲2,224 ▲5,398 ▲791

資産売却差額 108 269 172 58 44
その他の特別収入 70 159 54 58 27
特別収入計 177 428 226 115 71
資産処分差額 236 362 284 12,236 16
その他の特別支出 0 3 0 2 1
特別支出計 236 365 284 12,239 17

▲59 63 ▲58 ▲12,123 54
－ － － － －

▲1,564 ▲2,047 ▲2,282 ▲17,521 ▲738
0 0 0 0 ▲639

▲1,564 ▲2,047 ▲2,282 ▲17,521 ▲1,377

▲17,274 ▲17,560 ▲18,257 ▲19,758 ▲15,952
1,277 1,350 780 21,327 0

▲17,560 ▲18,257 ▲19,758 ▲15,952 ▲17,329

17,941 18,232 18,518 18,332 15,769
19,504 20,279 20,799 35,853 16,507

前年度繰越収支差額
基本金取崩額

事業活動収
入の部

　教育活動収支差額

教
育
活
動
収
支 事業活動支

出の部

事業活動収
入の部

（参考）
事業活動収入計
事業活動支出計

事業活動支
出の部

教
育
活
動
外
収
支 　教育活動外収支差額

翌年度繰越収支差額

［予備費］
基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額

　　　　経常収支差額

特
別
収
支

事業活動収
入の部

事業活動支
出の部

　特別収支差額
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■貸借対照表の推移 
学校法人会計では、一般的に、施設設備への多額な投資などがあった場合、基本金組

入れ額が増大し、その結果、当年度収支差額が支出超過となることがあります。翌年度

繰収支差額が支出超過であっても、そこでは基本金組入れという内部留保の充実を行っ

ていることになるため、直ちにバランス上での問題となるわけではありません。貸借対

照表においては、基本金と繰越収支差額との合計（純資産）で判断します。 

 

 
【注】 

・平成 27 年度学校法人会計基準改正に伴い、旧基準によるものについては、新基準に置き換えて作成。 

  

（単位：百万円）
科目 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
固定資産 114,958 114,172 114,822 96,628 94,115
流動資産 16,718 15,513 13,163 13,051 13,929
資産の部合計 131,676 129,686 127,986 109,680 108,045
固定負債 3,077 3,090 3,154 2,463 2,566
流動負債 4,311 4,355 4,873 4,779 3,779
負債の部合計 7,389 7,445 8,027 7,242 6,345
基本金 141,847 140,497 139,717 118,390 119,029
繰越収支差額 ▲17,560 ▲18,257 ▲19,758 ▲15,952 ▲17,329
純資産の部合計 124,287 122,241 119,959 102,438 101,700
負債の部及び純資産の部合計 131,676 129,686 127,986 109,680 108,045



44 
 

財務比率 
■事業活動収支関係財務比率 

事業活動収支差額比率は、平成 27 年度に学校法人明星学苑から学校法人いわき明星大

学が法人分離を行ったことにより、基本金組入後収支比率は大幅なプラスとなり、また

事業活動収支差額比率については、学校法人いわき明星大学への財産の移管（寄付）に

よって大きいマイナスとなって現れています。 

 
 

 
【注】 
・平成 27 年度学校法人会計基準改正に伴い、旧基準によるものについては、新基準に置き換えて作成。 
・財務比率項目の印は、「△＝高い値がよい ▼＝低い値がよい ―＝どちらともいえない」 を示している。 

 
 

 

（単位：％）

分類 比率名
算式 評価 H24

年度
H25
年度

H26
年度

H27
年度

H28
年度

学生生徒等納付金比率
学生生徒納付金÷経常収入

寄付金比率
寄付金÷事業活動収入

補助金比率
補助金÷事業活動収入

人件費比率
人件費÷経常収入

教育研究経費比率
教育研究費÷経常収入

管理経費比率
管理経費÷経常収入

減価償却額比率
減価償却額÷経常支出

基本金組入後収支比率
事業活動支出÷「事業活動収入-基本金組入額」

事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額÷事業活動収入

100.6%

経営状況はどうか △ ▲ 8.7% ▲ 11.2% ▲ 12.3% ▲ 95.6% ▲ 4.7%

収入と支出のバラン
スはとれているか ▼ 108.7% 111.2% 112.3% 195.6%

17.8%

▼ 10.4% 11.2% 11.5% 27.0%

― 20.0% 18.5% 17.4% 14.5%

40.6% 40.2% 39.5% 35.3%

11.5%

12.4% 11.0%

支出構成は適切で
あるか

▼ 59.3% 60.1% 60.5% 63.2% 58.3%

△

収入構成はどう
なっているか

△ 13.5% 11.9% 12.8%

38.8%

79.4%

△ 0.2% 0.4% 0.4% 0.3% 0.2%

― 79.2% 80.7% 76.9% 76.3%



45 
 

■貸借対照表関係財務比率 
平成 26年度及び平成 27年度の流動比率の減少は、平成 26年度は施設整備による支出、

平成 27 年度は学校法人いわき明星大学の法人分離によるものですが、貸借対照表関係財

務比率は、財政状態としては良好な状態が続いていると言えます。 

 

 
【注】 

・財務比率項目の印は、「△＝高い値がよい ▼＝低い値がよい ―＝どちらともいえない」を示している。 
 ※基本金要組入額＝基本金＋基本金未組入額 

（単位：％）

分類 比率名
算式 評価 H24

年度
H25
年度

H26
年度

H27
年度

H28
年度

純資産構成比率
純資産÷（総負債＋純資産）

基本金比率
基本金÷基本金要組入額※

流動比率
流動資産÷流動負債

固定長期適合率
固定資産÷（純資産＋固定負債）

負債比率
総負債÷純資産

総負債比率
総負債÷総資産

自己資金は充実し
ているか

△ 94.4% 94.3% 93.7% 94.1%

△ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

93.4%

368.6%

長期資金で固定資産
は賄われているか ▼ 90.3% 91.1% 93.3% 92.1% 90.3%

負債に備える資産が
蓄積されているか △ 387.8% 356.2% 270.2% 273.1%

負債の割合はどう
か

▼ 5.9% 6.1% 6.7% 6.2%

▼ 5.6% 5.7% 6.3% 6.6% 5.9%

7.1%
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学校法人の会計について 
■学校法人会計と企業会計の違いについて 

学校法人会計と企業会計の大きな違いは、会計を行う目的です。企業の代表的な組織

形態である株式会社は、株主の出資によって設立されているため、株主に利益を配当す

るために、毎年利益を出す必要があります。 
一方、学校法人は出資という概念はなく、寄付により設立されております。出資者と

いう外部の存在がいないため企業と異なり営利を目的としておりません。学校法人は教

育研究活動が目的であるという公益性の高さにより、長期的に安定した経営を行うこと

が求められます。そのため、教育内容に見合った適正な収入を確保出来ているか等、収

支の均衡の状況を表す必要があります。 

 
目的 会計 

学校会計 教育研究 収支会計 
企業会計 利益追求 損益会計 

 
■予算と決算について 

学校法人は、営利目的ではなく、教育研究を遂行することが目的です。このため一般

の企業に比べ公共性が高く、学生の教育の場として安定した経営を維持していく必要が

あります。学校の主要な収入源である学生生徒納付金は、学生生徒数が年度当初に確定

するため年度途中で大きく収入が増加することがありません。従って、年度途中におい

て支出を増加させたとしても、収入の増加を図ることは通常は困難です。このような特

徴の中で、教育研究の遂行という目的を計画的に達成するために、予算が重要になりま

す。 
決算書については、企業会計では予算との比較は公表しませんが、学校法人会計では

上述の考え方から予算を基準にし、「予算－決算」として公表しています。 
 
■勘定科目について 
  学校法人会計における勘定科目とその内容は次のとおりです。 
（１）資金収支計算書の勘定科目 

勘定科目名 内容 

学生生徒等納付金収入 授業料、入学金、施設拡充費、実験実習料等の学生生徒等より納入された収入 

手数料収入 入学検定料、試験料収入、証明書発行等の手数料にかかわる収入 

寄付金収入 寄贈者から贈与されたもので、補助金収入とならないもの（現物寄付を除く） 

補助金収入 国または地方公共団体及びこれに準ずる団体（日本私立学校振興・共済事業団等）

から受入れた収入 

資産売却収入 不動産や有価証券等の売却にかかわる収入 

付随事業・収益事業収入 補助活動・附属事業・受託事業・収益事業等からの収入 

受取利息・配当金収入 預金の利息や貸付金等の利息・株式の配当金等の収入 

雑収入 上記収入に当てはまらない収入（退職金財団等からの受入金収入が含まれる） 

借入金等収入 金融機関等からの借入等による収入 

前受金収入 翌年度の諸活動に対応する収入（新入生の授業料や入学金が該当） 

その他の収入 各特定資産からの取り崩し、前期末未収入金、預り金、立替金回収等の収入 
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資金収入調整勘定 
期末未収入金と前期末前受金が該当し、資金の実際の収支を該当年度の諸活動に対

応する収支に調整するための科目 

人件費支出 教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職金支給額 

教育研究経費支出 教育研究活動に支出した経費 

管理経費支出 総務・人事・経理業務や学生・生徒募集活動等、教育研究活動以外に支出した経費 

借入金等利息支出 金融機関等からの借入金等に対する利息 

借入金等返済支出 金融機関等からの借入金等に対する元本返済額 

施設関係支出 土地、建物、構築物、建設仮勘定等の支出（建設仮勘定とは完成までの支出額） 

設備関係支出 教育研究用機器備品、管理用機器備品、図書、車両等の支出（備品とは機械設備、

工具器具等で、耐用年数が 1年以上、その価額が一定額以上のもの） 

資産運用支出 有価証券購入、特定資産への繰入等の支出 

その他の支出 前期末預り金、前期末未払金、仮払金、前払金等の支払支出 

予備費 予算編成時において予期しない支出に対処するために設定している科目 

資金支出調整勘定 期末未払金と前期末前払金が該当し、資金の実際の収支を該当年度の諸活動に対応

する収支に調整するための科目 

 
（２）事業活動収支計算書の勘定科目  

 勘定科目名 内容 

教
育
活
動
収
支 

事業活

動収入

の部 

学生生徒等納付金   

手数料   

寄付金 
金銭以外の譲渡（現物寄付）も含まれるため、資金収支計算書と差異が生

じる場合がある 

経常費等補助金 施設設備に係るもの以外の補助金 

付随事業収入   

雑収入   

教育活動収入計   

事業活

動支出

の部 

人件費 教職員人件費等以外に退職金・退職給与引当金繰入額も含まれる 

教育研究経費 減価償却等含まれるため、資金収支計算書と差異が生じる 

管理経費 減価償却等含まれるため、資金収支計算書と差異が生じる 

徴収不能額等 未収入金・貸し付け金等の金銭債権が徴収不能の時に使用 

教育活動支出計   

 教育活動収支差額   

教
育
活
動
外
収
支 

事業活

動収入

の部 

受取利息・配当金   

その他の教育活動

外収入 収益事業の収入 

教育活動外収入計   

事業活

動支出

の部 

借入金等利息   

その他の教育活動

外支出   

教育活動外支出計   

 教育活動外収支差額   

       経常収支差額   

特
別
収
支 

事業活

動収入

の部 

資産売却差額 
資産の売却価格が帳簿価額を超えた場合、その差額を事業活動収入に計上

する科目 

その他の特別収入 施設設備寄付金・現物寄付・過年度修正額等 

特別収入計   

事業活 資産処分差額 資産の売却価額が帳簿価額を下回った場合、その差額を事業活動支出に計
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動支出

の部 

上する科目（除却損や評価損も含まれる） 

その他の特別支出 災害損失・過年度修正額等 

特別支出計   

 特別収支差額   

［予備費］   

基本金組入前当年度収支差額   

基本金組入額合計 当年度に組入れた基本金の合計額 

当年度収支差額   

前年度繰越収支差額   

基本金取崩額 当年度に取り崩した基本金の合計額 

翌年度繰越収支差額   

（参考）   

事業活動収入計   

事業活動支出計   

※資金収支計算書で説明している科目については説明を省略しております。 
 

（３）貸借対照表の勘定科目 
勘定科目名 内容 

有形固定資産 
土地、建物、構築物、建設仮勘定、機器備品、図書、車両等が該当。建設仮勘定とは、

建物・構築物・機器備品等を建設・製作し、完成するまでの仮科目 

特定資産 特定資産には次の 3つがあります。                                    

施設拡充引当特定資産は将来の施設設備等、第 3号基本金引当特定資産はその運用果

実を奨学金や教育研究活動等、退職給与引当特定資産は当該年度末における要支給額

の 100%を担保する              

その他の固定資産 長期貸付金、長期保有の有価証券等が該当 

流動資産 現金預金、短期貸付金、前払金、短期保有の有価証券等が該当 

固定負債 長期借入金、退職給与引当金、長期未払金等が該当。退職給与引当金とは、退職給与

規程による計算に基づく引当計上額 

流動負債 短期借入金、未払金、前受金、預り金等が該当。預り金とは、給与等にかかる源泉所

得税および住民税、PTA会費等の学校法人の収入にならない、他に支払うための一時

的な金銭の受入額 

第 1 号基本金 
学校法人が設立当初に取得した固定資産で教育の用に供されるものの価額又は新たな

学校の設置若しくは既設の学校の規模の拡大若しくは教育の充実向上のために取得し

た固定資産の価額 

第 2 号基本金 
学校法人が新たな学校の設置又は既設の学校の規模の拡大若しくは教育の充実向上の

ために将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額 
第 3 号基本金 基金として継続的に保持し、かつ、運用する金銭その他の資産の額 
第 4 号基本金 恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額 
繰越収支差額 事業活動収支計算書における翌年度繰越収支差額 

 
 

以上 









別添資料３
【平成２８年度決算】

（単位　円）

金     額

        学生生徒等納付金収入 12,470,124,724 　    

        手数料収入 338,934,885 　       

        特別寄付金収入 35,342,414 　        

        経常費等補助金収入 1,740,333,441 　     

        付随事業収入 165,169,898 　       

        雑収入 722,873,144 　       

        教育活動資金収入　計 15,472,778,506 　    

        人件費支出 9,084,144,585 　     

        教育研究経費支出 3,074,634,327 　     

        管理経費支出 1,314,891,101 　     

        教育活動資金支出　計 13,473,670,013 　    

    差引 1,999,108,493 　     

    調整勘定等 444,097,454  △      

    教育活動資金収支差額 1,555,011,039 　     

金     額

        施設設備補助金収入 7,480,000 　         

        施設設備売却収入 2,592,000 　         

        施設整備等活動資金収入　計 10,072,000 　        

        施設関係支出 175,144,543 　       

        設備関係支出 781,993,149 　       

        施設整備等活動資金支出　計 957,137,692 　       

    差引 947,065,692  △      

    調整勘定等 5,268,063 　         

    施設整備等活動資金収支差額 941,797,629  △      

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 613,213,410 　       

金     額

        有価証券売却収入 2,631,209,541 　     

        預り金受入収入 339,671,125 　       

        仮払金回収収入 296,382 　           

        立替金回収収入 193,585 　           

        保証金回収収入 8,440 　             

        小計 2,971,379,073 　     

        受取利息・配当金収入 221,295,292 　       

        過年度修正収入 394,363 　           

        その他の活動資金収入　計 3,193,068,728 　     

        有価証券購入支出 1,200,000,000 　     

        退職給与引当特定資産繰入支出 69,609,248 　        

        貸付金支払支出 200,000 　           

        預り金支払支出 393,791,364 　       

        仮払金支出 1,236,557 　         

        立替金支出 8,180,315 　         

        保証金支払支出 106,000 　           

        小計 1,673,123,484 　     

        過年度修正支出 1,395,895 　         

        その他の活動資金支出　計 1,674,519,379 　     

    差引 1,518,549,349 　     

    調整勘定等 1,674,353 　         

    その他の活動資金収支差額 1,520,223,702 　     

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） 2,133,437,112 　     

前年度繰越支払資金 9,999,479,637 　     

翌年度繰越支払資金 12,132,916,749 　    

活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。 （単位　円）

資金収支計算書
計上額

教育活動
による資金収支

施設設備等活動
による資金収支

その他の活動
による資金収支

2,355,579,743 　     2,355,579,743 　     0 　                 0 　                 

772,488,103 　       719,288,720 　       18,428,500 　        34,770,883 　        

308,487,201  △      273,713,671  △      1,677,000  △        33,096,530  △       

2,377,339,971  △    2,377,339,971  △    0 　                 0 　                 

442,240,674 　       423,814,821 　       16,751,500 　        1,674,353 　         

2,007,681,752 　     1,835,092,595 　     172,589,157 　       0 　                 

76,089,550 　        71,132,588 　        4,956,962 　         0 　                 

1,116,630,236  △    955,137,825  △      161,492,411  △      0 　                 

87,745,354  △       83,175,083  △       4,570,271  △        0 　                 

879,395,712 　       867,912,275 　       11,483,437 　        0 　                 

437,155,038  △      444,097,454  △      5,268,063 　         1,674,353 　         

支　　出　　計

収入計－支出計

項　　　　　　目

前受金収入

前期末未収入金収入

期末未収入金

前期末前受金

収　　入　　計

前期末未払金支払支出

前払金支払支出

収
入

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　　　　　　　　目

活 動 区 分 資 金 収 支 計 算 書

平成28年4月1日から
平成29年3月31日まで

科　　　　　　　　　　目

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出

期末未払金

前期末前払金

支
出

科　　　　　　　　　　目

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出
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